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1 研究背景と研究課題

1 研究背景と研究課題

本研究は日本の小学校国語教育の思考力育成に関する研究

である。本章は1.1～1.4の4 節からなる。1.1の「社会背景及び

教育政策」は21世紀の日本社会における思考力育成の重要性を

強調し、日本の思考力育成政策を回顧する。1.2の「問題の所在」

は、日本の学校教育における思考力育成の問題点を指摘する。

1.3の「研究課題」は、1.2の問題点を解決するための本書の研究

課題を提示する。 1.4の「研究意義」は、本書の研究意義を述

べる。

1.1 社会背景及び教育政策

学校教育は社会の要請及び教育政策に応えるものなので、社

会背景及び教育政策を抜きにしては語れない。本節では、日本

の社会及び「能力」観の変化、日本の思考力育成政策を概観

する。

1.1.1 日本の社会及び「能力」観の変化

グローバリゼーションのもとで、先進国は急速に近代社会か

らポスト近代社会に変わりつつある。その中で、日本も「1975
年頃から、生涯学習社会・情報化社会・国際化社会が意識され

はじめ、ポスト近代に移っている」（浜本 2011：205）。
ポスト近代社会への変化は、産業主義社会からポスト産業主
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日本の小学校国語教育における思考力育成の研究

義社会への移行を意味している。つまり、産業の中心が第二次

産業の製造業から第三次産業のサービス業に移行し、経済の中

心が物の生産と消費から、知識・情報や対人サービスに変わる

ということである。

産業主義社会からポスト産業主義社会に進行することで雇

用形態は大きく変化する。産業主義社会の労働市場は多数の

単純労働者と一部の知的エリートによって構成される。しか

し、ポスト産業主義社会では、単純労働の市場は途上国へと移

転し、高度な知識や情報を扱う知識的労働や対人サービスの労

働市場が形成する。

日本を含むOECD 加盟諸国でも2020年には、ポスト産業主義

社会への移行が急速に進み、工場労働者の労働市場に占める割

合は2%—10%に激減すると予測される（佐藤 2010：30）。
ポスト産業社会において、職種の比率が変化するのみなら

ず、仕事の安定性も弱くなる。グリフィン（ 2014：ⅱ）は、「21世
紀においては、30～40年にわたって同じ職場で働くことができ

る、いわゆる正規労働の考え方が消滅し」、「子どもたちは学校

や大学を卒業してから、その職業人生の中で10～15の様々な仕

事を経験すること」が予想されるとしている。

雇用形態の激変と社会発展の不確定性に直面する人々は、

「学力」を見直し、未来の社会を生きるための「能力」観を持つよ

うになる。

近代社会では知識の量や技能の熟練が強く求められるが、ポ

スト近代社会では、仕事に必要な知識と技能は絶えず更新さ

れ、学校教育で獲得するもののみでは仕事のニーズに応じきれ

なくなる。ポスト近代社会を生きていくために人々は優れた

思考力、学ぶ能力及び学び直す能力をもたなければならなく

なる。

本田（ 2005：12）は近代社会に必要とされる「近代型能力」とポ
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1 研究背景と研究課題

スト近代社会で重要視される「ポスト近代型能力」を比較して

いる。その抜粋を表 1に示す。

表 1を見ると、「近代型能力」と「ポスト近代型能力」が大いに

違っているのがわかる。「近代型能力」は「基礎学力」をめざし、

「標準性」「知識量，知的操作の速度」「共通尺度で比較可能」「順

応性」「協調性，同質性」などを重視する。それに対して「ポスト

近代型能力」は「生きる力」の育成を目標に、「多様性・新奇性」

「意欲，創造性」「個別性・個性」「能動性」「ネットワーク形成力，

交渉力」などを強く求める。大量の知識を受け容れてそれらを

覚えれば「基礎学力」をある程度獲得できるが、しかし、このや

り方では「生きる力」を得がたいのである。「生きる力」を獲得す

るためには、知識を活用して課題解決に必要な思考力などの能

力を育み、主体的に学習に取り組む態度を養い、個性を生かさ

なければならないのである。

「変化」はポスト近代社会の著しい特徴であり、しかも、この

「変化」はかなり複雑で、予測不可能である。そのため、人々は

生涯にわたって学び続ける力を持ってはじめて、変わりつつあ

表 1 近代型能力とポスト近代型能力

近代型能力

「基礎学力」

標準性

知識量，知的操作の速度

共通尺度で比較可能

順応性

協調性，同質性

ポスト近代型能力

「生きる力」

多様性・新奇性

意欲，創造性

個別性・個性

能動性

ネットワーク形成力，交渉力

（本田（ 2005：12）より抜粋）
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日本の小学校国語教育における思考力育成の研究

る社会での生存と発展をはかれる。

1998年の学習指導要領を準備した中央教育審議会の答申は

「先行き不透明な時代」という表現で未来の社会像を提示した。

予測不可能な未来に対応するために、人々は柔軟な思考力、問

題発見・解決能力を持たなければならない。2008年の現行版

学習指導要領では、21世紀の社会を「知識基盤社会」と規定し、

思考力などを中核とする「生きる力」の育成を呼びかけている。

2017 年に告示された新学習指導要領①も総則において、「基礎

的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ，これらを活用し

て課題を解決するために必要な思考力，判断力，表現力等を育

むとともに，主体的に学習に取り組む態度を養い，個性を生か

し多様な人々との協働を促す教育の充実に努めること」と規定

しており、思考力を引き続き重視している。

以上述べたように、日本では、社会や「能力」観の変化に従い、

思考力がこれまで以上に重要視されてきているのである。

1.1.2 日本の思考力育成政策

「思考力」は近年の日本の教育政策における重要なキーワー

ドである。日本の文部科学省②は続々と思考力育成に関する重

要な政策を打ち出してきた。新たな政策が登場するたびに、メ

ディア・社会・学界及び教育機関の関心と議論を引き起こし

ている。以下は、ここ30年間にわたる「思考力」育成に関する教

育政策を振り返ってみたい。

まず、1989年の学習指導要領において、思考力育成が国語科

① 新小学校学習指導要領は2020 年 4 月から、新中学校学習指導要領は

2021年 4月から施行される。

② 現文部科学省は2001年 1月 6日に文部省が廃止され、新たに設置され

た行政機関である。
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1 研究背景と研究課題

の教科目標となった。その後のいずれの学習指導要領（ 1998・
1999年版、2008年・2009年版、2017年版）においても、この点に

関しては変わりがない。

2007 年 6 月、改正学校教育法の第 30 条第 2 項において「生涯

にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及び技能

を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するため

に必要な思考力、判断力、表現力その他の能力をはぐくみ、主体

的に学習に取り組む態度を養うことに、特に意を用いなければ

ならない」と思考力育成を含む学力モデルが法的に規定さ

れた。

改正学校教育法の精神に基づき、2008年の学習指導要領にお

ける全教科の総則では、「生きる力をはぐくむことを目指し、創

意工夫を生かした特色ある教育活動を展開する中で、基礎的・

基本的な知識及び技能を確実に習得させ、これらを活用して課

題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力その他の能

力をはぐくむとともに、主体的に学習に取り組む態度を養い、

個性を生かす教育の充実に努めなければならない」と規定され

た。このように、思考力育成は国語科の教科目標から全教科総

則の内容に昇格した。

2015年 8月 21日、中央教育審議会の「教育課程企画特別部会」

は、次期学習指導要領向けの「論点整理（案）」と「論点整理（補足

資料）」を発表した。「論点整理（案）」では、上記の改正学校教育

法と2008年の学習指導要領の学力三要素を議論の出発点とし

ながら、学習者の視点に立ち、育成すべき資質・能力を「三つの

柱」で整理した。この「三つの柱」は、それぞれ「何を知っている

か、何ができるか（個別の知識・技能）」「知っていること・でき

ることをどう使うか（思考力・判断力・表現力等）」「どのよう

に社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学びに向かう

力、人間性等）」を指している。
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日本の小学校国語教育における思考力育成の研究

2017年 3月 31日に告示された新小学校学習指導要領の総則

では、「基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ，これ

らを活用して課題を解決するために必要な思考力，判断力，表

現力等を育むとともに，主体的に学習に取り組む態度を養い，

個性を生かし多様な人々との協働を促す教育の充実に努める

こと」「児童が各教科等の特質に応じた見方・考え方を働かせ

ながら，知識を相互に関連付けてより深く理解したり，情報を

精査して考えを形成したり，問題を見いだして解決策を考えた

り，思いや考えを基に創造したりすることに向かう過程を重視

した学習の充実を図ること」がいっそう強調されている。新小

学校学習指導要領国語編の目標には「日常生活における人との

関わりの中で伝え合う力を高め ，思考力や想像力を養う」と

いった思考力の育成を重視した内容が見られる。

また、国立教育政策研究所①は「21世紀型能力」を「基礎力」「思

考力」「実践力」という三層構造で説明した。その中でも、「思考

力」は「21 世紀型能力」の中核で、「基礎力」に支えられており、

「実践力」がその思考力の方向性を決めると指摘している（国立

教育政策研究所 2013：1）。
以上、思考力育成の位置づけは、1989年の国語科の教科目標

から全教科の総則の内容に昇格し、「21世紀型能力」の中核とさ

れた。それは学校教育法の内容として法的に保障され、新学習

指導要領の重要な柱にもなっている。

文部科学省（以下は、文科省とする）高大接続改革プロジェク

トチームによる「 高大接続システム改革会議の『最終報

告』」（ 2016）では大学入試センター試験に代えて、2020年から新

テスト（大学入学希望者学力評価テスト（仮））の実施が報告さ

① 国立教育政策研究所は、文部科学省所轄の教育に関する総合的な政策

研究機関である。
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